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２．対象・目的・内容
北はりま農産物直売所「北はりま旬菜館」の適正な管理運営

事 業 概 要

西脇市及び周辺市町の農家及び一般消

年

費者
事業の対象

（誰・何を）

新鮮で安全・安心な農産物の供給、農産物の地域内流通拡大と付加価値づくり、農業従事者の生産意欲向上と新規
事業の目的 就農促進、高齢者の生きがいづくりと農業技術の継承、地域農業の活

度

性化と地域自給率の向上等、農業振興を図る
（どういう状態 とともに地産地消を推進する。
にするために)

地産地消の拠点となる北はりま農産物直売所「北はりま旬菜館」の管理運営について、25年度まで財団法人西脇市

　

事業の内容 住民サービス公社を指定管理者として指定するとともに、北はりま農産物直売所出荷者協議会を法人化し、26年度
（どういう内容 以降、当該協議会の法人化を図り、指定管理者として指定

１

する。
を行うのか)

平 当

．

成２５年度　当初予算

事

事業の概要説明書
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務
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事業の概要 □
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事

概算 （単位：千円）
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成２４年度のこの事業
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に

人 件 費(Ａ) 平

1

成２４年度 総コスト
従



平成 算

2 実施主体の妥当性 3

２ ポイント 直接のサービスの相手方 4 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 3
事 業 の 改善・見直し

次 総合評価
　農産物直売所は、平成23年７月のオープンから２年が経過し、取扱い品数も年々増加

事

している。

評 　現在は（財）住民サービス公社を指定管理者として管理運営が行われているが、平成26年４月から、出荷者協議

説 明 会を母体とする㈱北はりま旬菜館を新たな指定管理者として指定するための準備が進めら

業

れている。現在、施設の

価 使用料は市へ収入しているが、利用料金制を採用し、指定管理者にインセンティブが働くような仕組みを検討すべ
きである。開館日・開館時間についても、過去２年間の実績を踏まえ、費用対効果

の

が上がるよう検討されたい。

概要説明

５．事業の実績・目

書

標

指 標 名 営業日数 単　

（

位 日

説 明 や 数 式 直売所

２
兼

営業日数
活 動

年 度 平

評

成23年度 平成24年

価

度 平成25年度 平成2

説

6年度
指 標 目 標 値 2

明

32 361 359 35

書

9
実 績 値 232 359

）

① 経 費 （ 千 円 ） 15,

2

245 27,884
単

頁

位当たりのコスト 65.71 77.67

指 標

５

名 単　位

説 明 や 数 式
活 動

年 度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
指 標 目 標 値

実 績 値
② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト

指 標 名 販売額 単　位 千円

説 明 や 数 式 直売所販売額
成 果

年 度 平成23年度 平成24

年

年度 平成25年度 平成26年度
指 標 目 標 値 152000 84000 95,000 106,000

実 績 値 55,021 85,521
① 経 費 （ 千 円 ） 15,245 27,884

単位当たりのコスト 0.28 0.33

指 標 名 来客

度

者数 単　位 人

説 明 や 数 式 直売所来客数
成 果

年 度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
指 標 目 標 値 45000 79,420 86,640

実 績 値 47,666 67,917
② 経 費 （ 千 円 ） 15,245 27,

　

884
単位当たりのコスト 0.32 0.41

・指標設定理由：営業日数、販売額、来客数に係るコストの変動を比較することで経営分析を行うため
実績・成果 ・分析結果：目標値と実績値にはほとんど差異はない。しかしな

当

がら、現在は直売所の経営の安定化に向けた取組
を進めている段階で最終目標値と比較すると50％の出来高である。

等 の 説 明 ・目標値の考え方：農産物販売事業は一足飛びに行えるものではなく、Ｈ28年度をめどに段階

初

を経て、経営安定を
図る目標値を設定している。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 5 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 3

１ ポイント 直接のサービスの相手方 4 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 3
事 業 の 継続実施

次

予

総合評価
経営安定化を図るための段階的取組を実施しているため、Ｈ28年度まで継続実施とし、指定管理料については、売

評 上により段階的に減額できる見込みである。

説 明
価

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性


